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Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
中
期
戦
略
と
は
、

Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
が
三
ヵ
年
ご
と
に
策

定
す
る
総
合
的
戦
略
（
全
国
戦

略
）
で
あ
り
、
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
の

全
国
大
会
議
案
と
平
仄
を
合
わ
せ

て
策
定
し
て
い
ま
す
。

　

Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
は
、
本
戦
略
に
基

づ
き
、
各
県
域
に
お
い
て
地
域
特

性
等
を
踏
ま
え
た
県
域
戦
略
を
策

定
の
う
え
、
全
国
で
一
体
的
な
事

業
運
営
を
行
っ
て
い
ま
す
。

⑴　

現
行
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
中
期
戦

略
の
概
要

　

現
行
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
中
期
戦
略

（
二
〇
二
二
～
二
〇
二
四
年
度
）

で
は
、「
農
業
・
く
ら
し
・
地
域

1
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク 

中
期
戦
略
と
は

2
現
行
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク 

中
期
戦
略
の
実
践
状
況

領
域
の
多
様
な
ニ
ー
ズ
に
対
し

て
、
総
合
事
業
性
を
最
大
限
活
か

し
た
金
融
仲
介
機
能
を
発
揮
」

「
組
合
員
・
利
用
者
か
ら
の
評
価

の
獲
得
」
が
骨
子
と
な
り
ま
す
。

ま
た
、
各
Ｊ
Ａ
の
置
か
れ
た
環
境

が
異
な
り
、
早
期
警
戒
制
度
の
見

直
し
が
Ｊ
Ａ
に
も
適
用
さ
れ
た
な

か
で
、
持
続
可
能
な
ビ
ジ
ネ
ス
モ

デ
ル
の
構
築
に
向
け
て
、
Ｊ
Ａ
自

ら
が
創
意
工
夫
あ
る
信
用
事
業
の

経
営
戦
略
を
検
討
・
実
践
し
て
い

く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。

⑵　

金
融
仲
介
機
能
の
発
揮
状

況
　

金
融
仲
介
機
能
の
発
揮
状
況
に

つ
い
て
、「
事
業
推
進
」
と
「
組

合
員
・
利
用
者
か
ら
の
評
価
」
の

二
つ
の
観
点
か
ら
振
り
返
っ
て
み

ま
す
。

　

ま
ず
、「
事
業
推
進
」
に
お
い

て
は
、
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
自
己
改
革
で

実
践
し
て
い
る
農
業
融
資
の
取
組

み
を
筆
頭
に
、
着
実
に
実
績
が
積

み
上
が
っ
て
い
る
も
の
と
認
識
し

次期JAバンク中期戦略次期JAバンク中期戦略（2025～2027年度）（2025～2027年度）
の全体像と着目点の全体像と着目点

農林中央金庫から2025年以降３ヵ年の中期戦略が公表された。これを基に、ＪＡバンク運営を通じて農農林中央金庫から2025年以降３ヵ年の中期戦略が公表された。これを基に、ＪＡバンク運営を通じて農
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「
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
経
営
戦
略
シ
ー
ト
」

を
位
置
づ
け
る
と
と
も
に
、
多
く

の
Ｊ
Ａ
・
県
域
に
取
組
み
が
浸
透

し
た
も
の
と
認
識
し
て
い
ま
す
。

　

し
か
し
、
収
支
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ

ョ
ン
の
精
度
お
よ
び
戦
略
・
取
組

み
の
実
効
性
に
つ
い
て
は
、
課
題

が
残
っ
て
い
る
の
が
現
状
で
す
。

　

国
内
人
口
や
農
業
経
営
体
の
減

少
と
と
も
に
組
合
員
・
利
用
者
は

減
少
基
調
に
あ
り
、
Ｊ
Ａ
事
業
・

経
営
・
財
務
（
資
本
）
へ
の
影
響

が
顕
在
化
し
つ
つ
あ
る
こ
と
は
、

Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
と
し
て
も
喫
緊
で
取

り
組
む
べ
き
課
題
で
す
。

　

ま
た
、
コ
ロ
ナ
禍
を
経
た
社
会

変
容
に
よ
り
デ
ジ
タ
ル
化
が
急
速

に
進
展
し
て
い
る
な
か
、
金
融
機

関
に
お
い
て
も
、
利
用
者
ニ
ー
ズ

の
変
容
を
捉
え
た
デ
ジ
タ
ル
チ
ャ

ネ
ル
化
が
急
進
し
て
い
ま
す
。

3
着
目
す
べ
き
環
境
変
化

て
い
ま
す
。

　

そ
の
一
方
、「
組
合
員
・
利
用

者
か
ら
の
評
価
」
の
観
点
で
は
、

Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
満
足
度
調
査
の
結
果

を
分
析
す
る
と
、
資
産
運
用
・
コ

ン
サ
ル
等
の
相
談
対
応
や
デ
ジ
タ

ル
化
に
係
る
組
合
員
・
利
用
者
の

期
待
・
ニ
ー
ズ
が
高
い
こ
と
か

ら
、
今
後
よ
り
一
層
の
取
組
み
を

強
化
し
て
い
く
必
要
が
あ
り
ま

す
。

⑶　

信
用
事
業
の
経
営
戦
略
の

検
討
・
実
践

　

現
在
、
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク
と
し
て
、

Ｊ
Ａ
の
実
情
に
応
じ
た
経
営
戦
略

の
検
討
、
早
期
警
戒
制
度
へ
の
対

応
等
に
活
用
す
る
ツ
ー
ル
「
Ｊ
Ａ

バ
ン
ク
経
営
戦
略
シ
ー
ト
」
を
展

開
し
、
同
シ
ー
ト
を
軸
に
取
組
み

を
進
め
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
全
国
連
と
の
連
携
の

下
、
総
合
事
業
全
体
で
Ｊ
Ａ
経
営

を
検
討
・
可
視
化
す
る
取
組
み

（
収
支
改
善
管
理
シ
ー
ト
）
も
開

始
し
、
総
合
事
業
全
体
の
中
で

〈次期JAバンク中期戦略の全体像〉



も
、
後
述
Ⅱ
の
「
軽
減
税
率
を
一

五
％
と
す
る
特
例
」
の
延
長
が
大

綱
に
含
ま
れ
て
い
ま
す
の
で
、
も

し
法
案
が
成
立
し
な
い
と
、
本
則

の
一
九
％
に
戻
っ
て
し
ま
う
リ
ス

ク
が
あ
り
ま
す
。

２　
「
つ
な
ぎ
法
」
か
ら
現

在
に
至
る
ま
で

平
成
二
三
年
度
改
正
の
際
は
、

こ
う
し
た
期
限
切
れ
に
な
る
特
例

の
う
ち
、
影
響
が
大
き
い
も
の
に

つ
い
て
、
租
税
特
別
措
置
法
の
効

力
を
平
成
二
三
年
六
月
三
〇
日
ま

で
延
長
す
る
「
つ
な
ぎ
法
」（「
国

民
生
活
の
混
乱
を
回
避
す
る
た
め

の
租
税
特
別
措
置
法
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
」）
が
平
成
二
三

年
三
月
三
一
日
に
成
立
し
ま
し
た
。

さ
ら
に
、
税
制
改
正
法
案
を
、

次
の
二
法
案
に
分
離
し
ま
し
た
。

①
期
限
切
れ
租
税
特
別
措
置
法
の

延
長
な
ど
、
法
案
の
可
決
成
立

が
急
務
で
あ
る
も
の

②
相
続
税
の
基
礎
控
除
の
引
下
げ

な
ど
、
さ
ら
な
る
議
論
が
許
容

ば
、
平
成
二
三
年
度
税
制
改
正
が

思
い
起
こ
さ
れ
ま
す
。
当
時
は
、

い
わ
ゆ
る
「
ね
じ
れ
国
会
」（
衆

議
院
の
多
数
は
民
主
党
、
参
議
院

の
多
数
は
自
民
党
）
の
状
況
で
、

法
案
審
議
が
進
ま
な
い
な
か
、
東

日
本
大
震
災
の
影
響
も
あ
り
、
税

制
改
正
法
案
が
未
成
立
の
ま
ま
年

度
末
（
三
月
三
一
日
）
を
迎
え
る

と
い
う
異
常
事
態
で
し
た
。

毎
年
の
税
制
改
正
法
案
の
中
に

は
、
三
月
三
一
日
で
期
限
切
れ
を

迎
え
る
、
租
税
特
別
措
置
法
上
の

優
遇
税
制
が
含
ま
れ
て
い
て
、
法

案
が
成
立
し
な
い
と
期
限
切
れ
と

な
り
、
優
遇
が
受
け
ら
れ
な
く
な

る
お
そ
れ
が
あ
り
ま
す
。

奇
し
く
も
、
今
回
の
令
和
七
年

度
税
制
改
正
に
も
含
ま
れ
て
い
る

中
小
法
人
等
の
法
人
税
率
の
軽
減

の
特
例
が
、
平
成
二
三
年
度
税
制

改
正
法
案
に
も
織
り
込
ま
れ
て
い

て
、
期
限
切
れ
に
な
る
と
軽
減
税

率
の
本
則
に
戻
り
、
増
税
に
な
る

こ
と
も
あ
り
得
た
の
で
す
。

今
回
の
令
和
七
年
度
改
正
で

Ⅰ　

改
正
の
概
要

令
和
七
年
度
税
制
改
正
大
綱

が
、
令
和
六
年
一
二
月
二
〇
日
、

与
党
（
自
民
党
、
公
明
党
）
よ
り

公
表
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
後
、
一

二
月
二
七
日
に
閣
議
決
定
の
後
、

法
案
が
通
常
国
会
で
審
議
さ
れ
、

例
年
三
月
末
に
可
決
成
立
、
四
月

一
日
に
公
布
・
施
行
さ
れ
る
運
び

と
な
り
ま
す
。

今
回
の
税
制
改
正
は
、
こ
の

「
例
年
」
の
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
が
必

ず
し
も
保
証
さ
れ
て
い
な
い
こ
と

は
周
知
の
と
お
り
で
す
。

な
ぜ
な
ら
、
大
綱
を
発
表
し
た

政
権
与
党
（
自
民
党
・
公
明
党
）

が
衆
議
院
に
お
け
る
い
わ
ゆ
る

「
少
数
与
党
」
で
あ
る
状
況
か
ら

考
え
る
と
、
今
後
か
な
り
の
紆
余

曲
折
が
予
想
さ
れ
る
か
ら
で
す
。

１　

平
成
二
三
年
度
税
制

改
正
と
の
関
係

今
回
の
よ
う
に
、
税
制
改
正
の

行
方
が
見
通
せ
な
い
状
況
と
い
え

令和７年度
税制改正大綱の

ポイント

解説

税理士 1 級ＦＰ技能士 河野 利明
1959 年愛媛県八幡浜市出身。1982 年
京都大学法学部卒業、日本鉱業株式
会社入社。特殊鋼営業部で対中国貿
易などを担当。1988 年税理士登録（東
京税理士会）河野利明税理士事務所
開設。農林中金アカデミー研修講師。
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解説　令和７年度税制改正大綱のポイント

令
和
七
年
度
改
正
が
ど
の
よ
う

な
流
れ
に
な
る
か
、
ま
っ
た
く
予

断
を
許
さ
な
い
状
況
で
あ
る
と
こ

ろ
、
本
稿
に
お
い
て
は
、
今
回
の

税
制
改
正
大
綱
に
織
り
込
ま
れ
た

改
正
事
項
の
趣
旨
や
詳
細
に
つ
い

て
解
説
し
ま
す
。

Ⅱ　

中
小
企
業
者
等
の

法
人
税
の
軽
減
税
率

の
特
例
の
延
長
等 

制
度
の
概
要

内
国
法
人
で
あ
る
普
通
法
人
に

係
る
法
人
税
率
は
、
原
則
と
し
て

二
三
・
二
％
で
す
。

た
だ
し
、
普
通
法
人
の
う
ち
、

資
本
金
一
億
円
以
下
で
あ
る
も
の

は
、
各
事
業
年
度
の
所
得
金
額
の

う
ち
年
八
〇
〇
万
円
以
下
の
金
額

に
つ
い
て
、
一
九
％
と
な
っ
て
お

り
、
さ
ら
に
、
租
税
特
別
措
置
法

（
以
下
、「
措
置
法
」
と
い
う
）
に

よ
り
、
令
和
七
年
三
月
三
一
日
ま

で
の
間
に
開
始
す
る
各
事
業
年
度

に
つ
い
て
は
一
五
％
に
軽
減
さ
れ

さ
れ
る
も
の

①
は
、
法
案
の
性
格
上
、
迅
速

に
審
議
さ
れ
、
平
成
二
三
年
六
月

二
二
日
に
国
会
通
過
、
六
月
三
〇

日
に
公
布
施
行
さ
れ
ま
し
た
。

そ
の
後
、
②
に
つ
い
て
は
、
法

人
税
率（
本
則
）
の
引
下
げ
（
三

〇
％
→
二
五
％
）
な
ど
を
織
り
込

ん
だ
「
修
正
法
案
」
が
一
一
月
三

〇
日
に
成
立
、
一
二
月
二
日
に
公

布
・
施
行
さ
れ
ま
し
た
が
、
当
初

の
法
案
に
織
り
込
ま
れ
て
、
修
正

法
案
か
ら
は
除
か
れ
た
、
相
続
税

の
基
礎
控
除
の
引
下
げ
（
五
〇
〇

〇
万
円
＋
一
〇
〇
〇
万
円
×
法
定

相
続
人
の
数
→
三
〇
〇
〇
万
円
＋

六
〇
〇
万
円
×
法
定
相
続
人
の

数
）
は
一
旦
廃
案
と
な
り
ま
し
た
。

後
に
、
こ
の
相
続
税
の
基
礎
控

除
の
引
下
げ
は
、
安
定
与
党
と
な

っ
た
安
倍
政
権
の
下
、
平
成
二
五

年
度
税
制
改
正
に
再
度
織
り
込
ま

れ
、
可
決
成
立
、
平
成
二
七
年
一

月
一
日
以
後
に
開
始
し
た
相
続
か

ら
適
用
開
始
さ
れ
、
現
在
に
至
っ

て
い
ま
す
。

【図表１】法人税率の推移（平成 11 年４月１日以降）

適用事業年度の開始日 平成 11年
４月１日 

平成 21年
４月１日 

平成 24 年
４月１日 

平成 27 年
４月１日 

平成 28 年
４月１日

平成 30 年
４月１日

平成 31年
４月１日

基本税率

普通法人
（法人税法
66 条１項）

30% 25.5% 23.9% 23.4％ 23.2％ 23.2％

公益法人・
協同組合等
（法人税法
66 条３項）

22％ 19％

中小法人等
（注）の軽減
税率

（年 800 万
円以下）

本則
（法人税法
66 条２項）

22％ 19％

特例
（租税特別
措置法 42

条の３の２第
１項）

18％ 15％

（注）協同組合も適用あり
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手
取
り
が
減
少
し
て
し
ま
い
ま
す
。

そ
こ
で
、
働
く
意
欲
が
あ
る
に
も

か
か
わ
ら
ず
、
働
く
時
間
を
減
ら

し
、
就
業
調
整
を
行
う
方
が
少
な

く
あ
り
ま
せ
ん
。

年
収
の
壁
を
見
直
す
こ
と
に
よ

り
、
人
手
不
足
を
緩
和
す
る
、
働

く
意
欲
を
高
め
る
、
収
入
を
増
や

し
、
消
費
を
活
発
化
さ
せ
る
な
ど

の
効
果
が
期
待
さ
れ
て
い
ま
す
。

見
直
し
の

主
な
ポ
イ
ン
ト

一
〇
三
万
円
の
壁
の
引
上
げ

「
一
〇
三
万
円
の
壁
」
は
、
所

得
税
の
支
払
い
が
発
生
す
る
ボ
ー

ダ
ー
ラ
イ
ン
で
す
。
パ
ー
ト
・
ア

ル
バ
イ
ト
な
ど
で
働
き
、
扶
養
さ

れ
て
い
る
夫
・
妻
・
子
ど
も
な
ど

（
被
扶
養
者
）
の
給
与
収
入
が
年

一
〇
三
万
円
を
超
え
る
と
、
次
の

よ
う
な
問
題
が
生
じ
、
世
帯
の
手

取
り
収
入
が
減
少
し
て
し
ま
う
可

能
性
が
あ
り
ま
す
。

・�

被
扶
養
者
だ
っ
た
本
人
が
所
得

個人と事業者への影響
令和7年度税制改正大綱における

「年収の壁」の改正は、連日、テレ
ビや新聞等、様々なメディアで報
道され、多くの人の関心が寄せら
れています。本稿では、今般の見
直しにおけるポイントや個人・事
業者への影響を解説します。

年
収
の
壁
と
は

年
収
の
壁
と
は
、「
年
収
が
一

定
の
金
額
を
超
え
る
と
税
金
や
社

会
保
険
料
の
負
担
が
ア
ッ
プ
す

る
」
と
い
う
ボ
ー
ダ
ー
ラ
イ
ン
の

こ
と
を
指
し
ま
す
。
例
え
ば
、
会

社
員
と
し
て
働
く
夫
ま
た
は
妻

（
以
下
、「
扶
養
者
」
と
い
う
）
が

パ
ー
ト
で
働
く
妻
ま
た
は
夫
（
以

下
、「
被
扶
養
者
」
と
い
う
）
を

扶
養
し
て
い
る
場
合
、
被
扶
養
者

は
税
金
や
社
会
保
険
料
を
負
担
す

る
必
要
が
あ
り
ま
せ
ん
。
し
か
し
、

被
扶
養
者
の
収
入
が
年
収
の
壁
を

超
え
た
場
合
、
扶
養
か
ら
外
れ
て

税
金
や
社
会
保
険
料
を
支
払
う
必

要
が
あ
り
ま
す
。

年
収
の
壁
に
は
、
大
き
く
分
け

て
「
税
法
上
の
壁
」「
社
会
保
険

上
の
壁
」
の
二
種
類
が
あ
り
ま
す
。

　

   

税
法
上
の
壁

税
法
上
の
壁
は
、「
超
え
る
と

税
金
が
増
え
る
」
壁
。
被
扶
養
者

の
税
金
が
増
え
る
場
合
と
、
扶
養

者
の
税
金
が
増
え
る
場
合
が
あ
り

ま
す
。

　

   

社
会
保
険
上
の
壁

一
方
、
社
会
保
険
上
の
壁
は
、

「
超
え
る
と
社
会
保
険
料
が
増
え

る
」
壁
。
被
扶
養
者
で
あ
っ
て
も

扶
養
か
ら
外
れ
て
自
ら
社
会
保
険

に
加
入
し
て
、
社
会
保
険
料
を
納

め
る
必
要
が
出
て
き
ま
す
。

「
年
収
の
壁
」

見
直
し
の
背
景

年
収
の
壁
の
見
直
し
の
背
景
に

は
、
人
手
不
足
や
家
計
の
負
担
増
、

女
性
の
社
会
進
出
の
妨
げ
な
ど
の

課
題
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。

人
口
減
少
が
加
速
す
る
日
本
で

は
、
人
手
不
足
は
深
刻
な
問
題
で

す
が
、
最
低
賃
金
の
引
上
げ
に
伴

い
、
パ
ー
ト
や
ア
ル
バ
イ
ト
の
方

が
年
収
の
壁
を
意
識
し
て
労
働
時

間
を
抑
え
る
傾
向
が
あ
り
、
人
手

不
足
が
深
刻
化
し
て
い
ま
す
。
ま

た
、
年
収
の
壁
を
超
え
て
働
い
て

し
ま
う
と
、
税
金
や
社
会
保
険
料

を
納
め
る
必
要
が
出
て
く
る
た
め
、

株式会社 Money ＆ You
取締役　高山 一惠
フ ァ イ ナ ン シ ャ ル プ ラ ン ナ ー

（CFP®）。1 級 FP 技能士。慶應義塾
大学卒業。2005 年に女性向け FP 

オフィス、株式会社エフピーウーマンを設立。10 年
間取締役を務め、現職へ。全国で講演活動、多くの
メディアで執筆活動、相談業務を行い、女性の人生
に不可欠なお金の知識を伝えている。明るく親しみ
やすい性格を活かした解説や講演には定評がある。
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個人と事業者への影響「年収の壁」見直しによる解説

１
の
Ｓ
Ｔ
Ｅ
Ｐ
１
・
２
の
部
分
で
す
。

　

    �

給
与
所
得
控
除
の
最
低
保

障
額
が
一
〇
万
円
増
え
る

給
与
所
得
控
除
の
う
ち
、
年
収

の
低
い
層
に
適
用
さ
れ
る
「
最
低

保
障
額
」
が
五
五
万
円
か
ら
六
五

万
円
に
増
加
し
ま
す
（
図
表
２

Ⓐ
）。
最
低
保
障
額
が
適
用
さ
れ

る
の
は
、
年
収
一
九
〇
万
円
ま
で
。

年
収
が
一
九
〇
万
円
を
超
え
た

場
合
の
控
除
額
は
、
こ
れ
ま
で
と

〇
三
万
円
の
壁
は
一
七
八
万
円
を

目
指
し
て
来
年
か
ら
引
き
上
げ

る
」
と
合
意
し
ま
し
た
。

た
だ
、
二
〇
二
五
年
の
税
制
改

正
大
綱
で
は
一
七
八
万
円
へ
の
増

加
と
は
な
ら
ず
、
結
局
一
二
三
万

円
と
な
り
ま
し
た
。
税
制
改
正
大

綱
に
は
「
引
き
続
き
関
係
者
間
で

誠
実
に
協
議
を
進
め
る
」
と
あ
り

ま
す
。
今
後
、
一
七
八
万
円
ま
で

引
き
上
げ
ら
れ
る
の
か
、
動
向
に

税
を
納
め
る
必
要
が
あ
る
。

・�
扶
養
す
る
人
（
扶
養
者
）
が
扶

養
控
除
を
受
け
ら
れ
な
く
な
り
、

所
得
税
・
住
民
税
が
増
加
す
る
。

・�

扶
養
者
の
勤
め
先
で
「
配
偶
者

手
当
」「
家
族
手
当
」
な
ど
が

支
給
さ
れ
な
く
な
る
。

こ
れ
ら
の
デ
メ
リ
ッ
ト
を
防
ぐ

た
め
に
、
年
収
を
一
〇
三
万
円
以

下
に
抑
え
よ
う
と
考
え
る
人
が
少

な
く
あ
り
ま
せ
ん
。

し
か
し
、
こ
の
と
こ
ろ
、
全
国

的
に
パ
ー
ト
・
ア
ル
バ
イ
ト
の
時

給
が
上
昇
傾
向
に
あ
る
に
も
か
か

わ
ら
ず
、
年
収
を
一
〇
三
万
円
以

下
に
抑
え
よ
う
と
す
る
と
、
働
け

る
時
間
が
減
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

ま
た
、
企
業
も
、
働
き
控
え
が
相

次
ぐ
こ
と
で
、
人
手
不
足
に
陥
っ

て
し
ま
い
ま
す
。
何
よ
り
、
世
帯

の
手
取
り
が
増
え
て
い
き
ま
せ
ん
。

そ
の
な
か
で
、
野
党
の
国
民
民

主
党
が
一
〇
三
万
円
の
壁
を
「
一

七
八
万
円
の
壁
」
に
引
き
上
げ
る

こ
と
を
提
案
。
自
民
・
公
明
・
国

民
民
主
の
三
党
幹
事
長
間
で
「
一

注
目
し
ま
し
ょ
う
。

　

   

気
に
な
る
ギ
モ
ン

「
一
二
三
万
円
の
壁
」
に
引
上
げ

後
、手
取
り
は
ど
う
な
る
の
？

結
論
か
ら
言
う
と
、
一
〇
三
万

円
の
壁
が
一
二
三
万
円
の
壁
に
な

る
こ
と
で
、
ほ
ぼ
す
べ
て
の
働
く

人
の
手
取
り
が
増
加
し
ま
す
。

所
得
税
は
、
図
表
１
の
手
順
で

計
算
さ
れ
ま
す
。
今
回
の
年
収
の

壁
引
上
げ
が
関
わ
る
の
は
、
図
表

【図表１】所得税の計算方法
ＳＴＥＰ１
給与年収から、必要経費に当たる「給与所得控除」を差し
引き、給与所得を計算する

給与年収－給与所得控除＝給与所得

▼ＳＴＥＰ２
給与所得から、個々の事情に応じた「所得控除」を差し引
いて、課税所得を計算する

給与所得－所得控除＝課税所得

▼ＳＴＥＰ３
課税所得に応じた所得税率（5～ 45％）をかけ、その税率
に対応する控除額（税額控除額）を差し引いて、所得税額
を計算する
課税所得×所得税率（５～ 45％）－税額控除額＝所得税額

▼ＳＴＥＰ４
税額控除（住宅ローン控除など）がある場合は、所得税額
から直接差し引く

【図表２】2025 年以降の「123 万円の壁」

（注）単身者・社会保険料なしの場合
（出所）株式会社Money ＆ You 作成

現行 2025 年〜

年収 103 万円を
超えた分に課税

年収 123 万円を
超えた分に課税

Ⓐ
給与所得控除
55 万円

Ⓐ
給与所得控除
65 万円

Ⓑ
基礎控除
48 万円

Ⓑ
基礎控除
58 万円

年収
103 万円
まで
非課税

年収
123 万円
まで
非課税

103 万円
123 万円
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